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【要約】佐賀県の小中連携教育・小中一貫教育の実態から家庭科教育における課題と方向性を探るため
に，小・中学校の家庭科教育担当者に質問紙調査を実施した。その結果，家庭科教育での小中連携の取
組は低調なこと，小中一貫教育の成果が大きいこと，小中連携未実施校でも連携の意思は高いこと等が
明らかとなった。今後は教員の抱える時間確保等の課題を踏まえ，中学校教員を核とした簡便で効果的
な連携方法を工夫する必要性が示唆された。 
 
【キーワード】小中連携教育，小中一貫教育，実態調査，家庭科，佐賀県
 
１．研究の背景と目的 
学校教育法の一部改正により，2016年度から小
中一貫教育を実施する「義務教育学校」が制度化
された。制度化の当年度に，九州では唯一，佐賀
県の大町町立小中一貫校大町ひじり学園が義務教
育学校としてスタートした 1）。次年度には同県多
久市でも義務教育学校が 3校設置される予定であ
る。少子化を背景に，佐賀県では小中一貫教育が
他県に先駆けて進められており，小中連携教育及
び小中一貫教育への対応は，当該教育委員会はも
とより学校現場の喫緊の課題であるといえる 2）。 
全国における小中連携教育及び小中一貫教育の
実態は，2015年度の全国学力・学習状況調査（文
部科学省）3）の学校質問紙調査の結果を見ると，
小・中学校間で，「教科の指導内容や指導方法につ
いて近隣の中学校（小学校）と連携を行っている」
学校の割合は，全国の小学校の 66.6％，中学校で
は 73.4％であった。また，2014年度の文部科学省
調査「小中一貫教育等についての実態調査の結果」
4）では，小中一貫教育を実施している小学校にお
いて，「教科担任制を一部の教科で実施している」
学校は 50％であり，実施率の高い教科としては，
音楽，理科，家庭があげられている。 
このような状況の下，家庭科教育における小中
連携教育及び小中一貫教育についての研究は一つ
の大きな課題であるものの，佐賀県での小学校「家
庭科」と中学校「技術・家庭科（家庭分野）」の教
員間の連携に関する実態把握や実態に基づく近年
の研究や関連資料は，全国小学校家庭科教育研究
会全国大会佐賀大会の実践研究（2014）5）以外は
見当たらない。また，各都道府県や各市町村によ
り学校の置かれた環境は様々に異なることから，
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全国の調査結果や取組 6）-10）をそのまま本県に置
き換えることは難しい実態もある。 
そこで，本研究では，小・中学校間の効果的な
連携による家庭科教育の充実を目指して，佐賀県
内の小中連携教育及び小中一貫教育についての実
態調査を行い，その実態と課題を明らかにし，円
滑な接続や連携の在り方についてその方向性を探
ることを目的とする。 
 
２．研究方法 
 佐賀県の小学校教育研究会家庭部会及び中学校
教育研究会技術・家庭科部会の協力を得て，公立
小学校と公立中学校の家庭科教育担当者にメール
送信にて自記式質問紙調査を全数調査で実施した。
その回答の集計及び分析から，佐賀県における小
中連携教育及び小中一貫教育に関する実態や教員
の意識を把握し，その課題と方向性について考察
する。 
（1）調査対象 
・佐賀県の公立小学校 162校の家庭科担当者 
・佐賀県の公立中学校 90校の技術・家庭科（家  
 庭分野）担当者 
（2）有効回答数 
小学校 132校（回答率 81.5％） 
中学校 72校（回答率 80.0％） 
（3）調査時期 2016年 2月 
（4）調査の概要 
  本調査では，小中連携教育と小中一貫教育の
定義を以下のように示し，調査を行った。 
【小中連携教育】小・中学校が互いに情報交換，
交流することを通じ，小学校教育から中学校
教育への円滑な接続を目指す様々な教育 
【小中一貫教育】小中連携のうち，小・中学校
が 9年間を通じた教育課程を編成し，それに
基づき行う系統的な教育  
この定義は，文部科学省の「小中一貫教育の
制度化に伴う導入意向調査（2016 年 2 月調査）
1)」等各種調査で用いられたものと同趣旨の文
言である。 
本調査の調査項目を表１に示した。表１のと
おり，調査項目は，小中連携教育及び小中一貫
教育の取組について，他教科等も含む学校全体
の状況と家庭科教育における状況の 2つの視点
から検討し，合計 20の質問項目を作成した。調
査の実施にあたっては，調査票の冒頭に文書に
よるインフォームド・コンセントを行った。 
なお，統計処理はエクセル統計 2015 を用い
た。    
 
３．結果及び考察 
 ここでは，本質問紙調査の調査結果について，
「属性に見られる特徴」,「小中連携教育・小中
一貫教育の推進状況」，「家庭科教育における連携
の内容や方法の状況」，「連携の成果」，「連携推進
上の課題」，「未実施校における小中連携教育への
意識」を取り上げ考察する。 
(1) 属性に見られる特徴 
 小・中学校ともに，回答者は女性が約 95％と
圧倒的に多く，教職経験は 21年以上のベテラン
が約 6割を占めた。講師の割合は，小学校 1割に
対し，中学校は約 3割と高かった。 
また，図１に示したように，中学校の回答者の
担当授業は，専門である技術・家庭科（家庭分
野）（以後，家庭分野という）の授業以外に，
61.1％の教員が特別支援学級を担当し，19.4％が
他の中学校の家庭分野の授業を担当している。ま
た，中学校の家庭分野の授業に加えて小学校の家
庭科の授業を担当している教員の割合は 5.6％で
あり，何れも小中一貫教育校の教員であった。 
なお，小学校の回答者の 26.0％は，家庭科の
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授業を受け持っていない状況にあった。今回の調
査は家庭科教育担当者を調査対象としているが，
小学校では家庭科主任として当該校の家庭科教育
の中心及び対外的な窓口となっているものの，第
5学年，第６学年の家庭科の授業を必ずしも受け
持っていない場合があることから，この結果にな
っているといえる。 
これらの結果から，小・中学校の担当者ともに
自分の主担当とする家庭科教育に集中して授業改
善に取り組むことのできる環境が十分に整ってい
るとは言えない状況（以後，「特殊な状況」とい
う）にあることが分かる。 
（2）家庭科教育における小中連携教育・小中一貫
教育の推進状況 
 ここでは，学校全体における小中連携教育・ 
小中一貫教育の推進状況と家庭科教育における 
状況を比較することにより，家庭科教育におけ 
る小中連携教育及び小中一貫教育がどのような 
実態にあるかを把握した。 
 図 2は佐賀県の公立小・中学校の同教育の推 
進状況（2016年 2月本調査）と全国の推進状況 
（2016年 2月調査 1)）を示したものである。佐 
賀県の公立小・中学校においては，小中連携教育 
の実施校は 63.2％，小中一貫教育実施校が 6.7％ 
であり，全国と同じ傾向にあるといえる。そのう 
ち，小中一貫教育実施校については全国より 2.7 
ポイント高くなっていること，また，それらの学 
校のうち，2011年度から小中一貫教育の取組を 
開始した大町町立小中一貫校大町ひじり学園は， 
2016年 4月からこれまでの 6－3の区切りを 4－3 
－2とする義務教育学校に移行した。2016年度の 
義務教育学校の設置は，全国 22校（13都道府県 
15市区町）であり，九州における設置校は当該 
校 1校のみであることを考えると，全国でも先駆 
的な取組を進めているといえる。義務教育学校に 
おける家庭科教育の進め方については，当該校の 
情報を収集しつつ，理論的な側面から担当教員を 
支援する研究体制づくりが必要であろう。 
次に，佐賀県の公立学校の小中連携教育・小中
一貫教育の推進状況と家庭科教育での取組状況を
図３に示した。家庭科で実施していると回答した
教員の割合は，小学校で小中連携教育 9.2％，小中
一貫教育 4.6％，中学校では同様に 5.6％，11.1％
であった。学校全体での小中連携教育と小中一貫
教育を合わせた実施割合と比べると，小学校での
双方の実施割合との差が 71.8 ポイント，中学校で
の差は 52.7 ポイントと大きく，学校全体と比較し
て家庭科教育での取組は低調であることが分かる
（自由度 2 P 値＜0.001 で有意差あり）。 
他教科の授業
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図１ 中学校回答者の担当授業 （N=72)
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図３　家庭科教育における小中連携教育・小中一貫教育の状況
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 なぜ連携に係る取組を行っていないのか，未実
施校の家庭科教育担当者にその理由を質問した結
果（選択肢より複数回答）を図４に示した。 
連携を行っていない主な理由として，「学校自体
の取組みがないから」が小・中学校ともに高くな
っており，小学校 58.8％，中学校 48.3％であった。
次いで，「取組のきっかけがないから」が高く，小
学校 49.1％，中学校 44.8％であった。また，中学
校では「忙しくて時間がない」が 3 割を超えてお
り，学校に家庭分野担当が１人という状況の中，
多忙な業務に加えて連携にまで手を伸ばす余裕が
ないことが推測される。しかし，「取組のきっかけ
がないから」という理由が小・中学校ともに半数
弱と高くなっていることから，取組のきっかけが
あれば連携が促進されるのではないかと考えられ
る。 
これらのことから，家庭科教育で小中連携の取
組を推進するためには，最初から連携の完成形を
求めるのではなく，まずは連携のきっかけをつく
り，必要に応じて連携を深めていく方向で進める
ことが望ましいと考えられる。 
（3）家庭科教育における連携の内容や方法の状     
  況 
 家庭科教育について小・中学校間の連携をどの
ような方法で行っているか質問した結果（選択肢
より複数回答）を図５に示した。 
小・中学校共通の連携方法としては，「家庭科教
育担当者同士での話し合い」（小学校 61.1%，中学
校 58.3%）と「児童生徒や授業に係る情報の共有」
（小学校 66.7%，中学校 50.0%）が高く，次に「テ
ィームティーチングでの授業」と続く。小・中学
校間の連携の趣旨の一つともいえる「小学校と中
学校の５年間を見通した目標及び年間指導計画を
検討する」については，小学校の 44.4％に対して
中学校は 16.7％と低くなっており，小中連携の進
め方に対して認識のぶれがあることが推測される。 
連携の内容（図６参照）についても，小学校と
中学校の教員で認識が異なる傾向がみられた。具
体的には，小学校では「中学校への見通しをもた
せる，小学校からつなぐなど双方の接続を円滑に 
行うための内容」と回答した割合が最も高く
77.8％であったのに対して，中学校は 35.7％とな
っている。双方には 42.1 ポイントの差があり，小
学校に比べて有意に低い結果であった。児童を中
学校に送り出す小学校側としては，第 6 学年の学
習の最後に中学校への見通しをもたせて送り出す
ということであろう。中学校においても，「ガイダ
48.3%
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10.3%
0.0%
15.5%
0%
58.8%
21.9%
14.9%
49.1%
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忙しくて時間がないから
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取組のきっかけがないから
よく相手を知らないから
小学校と中学校では教育観、考え
方が異なるから
連携の進め方が分からないから
その他
図４ 連携していない理由 （未実施校の割合、複数回答）
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小中5年間の目標及び年間指導計
画の検討
教師が相手先の学校で授業実施
教師によるティームティーチングを
実施
教材・教具の開発
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研究会、実技研修会等に参加
その他
図５ 連携の方法 （実施校の割合 複数回答）
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ンス」として小学校の学びを振り返り中学校につ
なぐ視点からの学習内容が学習指導要領 12)上は
設定されているものの，回答した割合が高い項目
は「衣生活・食生活の内容における連携」であっ
た（衣生活 57.1％，食生活 57.1％）。これらは何
れも製作や調理などの技能が伴う学習内容である
ことから，学習目標の達成や一定の学習進度の確
保のためには，指導者として，小学校からのつな
がりが気になる視点となっていることが推測でき
る。 
（4）家庭科教育における連携の成果 
家庭科教育における小中連携教育及び小中一貫 
教育の成果として多くの小・中学校の教員が選択
した項目は，「小・中学校の学習内容を意識した指 
導につながった」，「児童生徒の学習経験がわかり，
指導に生かせた」，「児童生徒の学力向上につなが 
った」であり，何れも割合が 50％を超えていた（表
2 参照）。 
また，図７に小中連携教育校の成果と小中一貫
教育実施校の成果を比較して示した。双方を比べ
てみると小中一貫教育実施校の方が，小・中学校
ともに成果とする項目が多く，割合も高い傾向に
あることが分かる。小学校における小中一貫教育
の成果項目としては，「教師間の協力した指導体制
や場が増えた（71.4％）」，「小・中学校教師間で認
め合う意識が高まった（71.4％）」，「乗り入れ授業，
TT など指導方法の工夫・充実が図られた
（57.1％）」，「教材・教具・教室等を共有化できた
（57.1％）」があり，その割合は小中連携教育校と
比べて有意に高かった。中学校における小中一貫
教育の成果項目としては，「児童生徒の学習経験が
分かり，指導に生かせた（100％）」，「教師の指導
力の向上につながった（71.4％）」「児童生徒の学
力向上につながった（85.7％）」があり，その割合
は小中連携教育校と比べて有意に高くなっていた。 
佐賀県の小中一貫教育実施校は，約 8 割が小中
施設一体型校舎と施設隣接型校舎であり，施設分
離型校舎は約 2 割となっている，つまり，小中一 
貫教育実施校の方が，小・中学校の教員同士の連
携が図りやすい立地環境にあることから，家庭科
教育での成果も上がっていることが推測される。 
これらの小中一貫教育実施校における先駆的な
取組や効果の上がった事例については，インタビ
ュー等で情報を収集し分析を行うなど，今後の効
果的な連携の仕方を探るためにも，さらに調査を
進める必要がある。 
35.7%
57.1%
57.1%
35.7%
28.6%
21.4%
7.1%
14.3%
7.1%
77.8%
38.9%
61.1%
16.7%
16.7%
16.7%
33.3%
33.3%
5.6%
0% 50% 100%
小中の円滑な接続のための内容
の連携
衣生活の内容における連携
食生活の内容における連携
住生活の内容における連携
家族・家庭の内容における連携
消費・環境の内容における連携
具体的な目標や年間計画の作成
小中の問題点の把握と解決のた
めの連携
その他
図６ 連携の内容 （実施校の割合、複数回答）
中学校
(N=12)
小学校
(N=18)
ア
児童生徒の学習経験がわかり、指導に生かせ
た。
9 50.0% 8 66.7%
イ
小学校・中学校の学習内容を意識した指導につ
ながった。
12 66.7% 7 58.3%
ウ 指導方法の改善の必要性を感じた。 4 22.2% 5 41.7%
エ 教師の指導力の向上につながった。 3 16.7% 5 41.7%
オ
乗り入れ授業、ＴＴなど指導方法の工夫・充実が
図られた。
5 27.8% 6 50.0%
カ 教材・教具・教室等を共有化できた。 5 27.8% 7 58.3%
キ
児童生徒の学力向上（知識・理解、技能面）につ
ながった。
9 50.0% 7 58.3%
ク 児童生徒の関心や意欲が高まった。 8 44.4% 6 50.0%
ケ 児童生徒間の交流が増えた。仲良くなった。 3 16.7% 4 33.3%
コ
小中間の教師の授業観・評価観の差が縮まっ
た。
4 22.2% 4 33.3%
サ 教師間の協力した指導体制や場が増えた。 6 33.3% 4 33.3%
シ
小中教師間で認め合う意識が高まった。仲良く
なった。
6 33.3% 5 41.7%
ス その他 0 0.0% 0 0.0%
家庭科教育における連携の成果について、該当す
るものを全て選んでください。（複数回答）
小学校
(N=18)
中学校
(N=12)
表２　小中連携教育・小中一貫教育の成果（複数回答）
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（5）連携推進上の課題 
家庭科教育の連携推進上の課題としては，「共同
研究のための打ち合わせや参観等の時間がもちに
くい」と回答した教員の割合が最も高く，小学校
77.8％，中学校 42.9％となっていた（図 8 参照）。
次に「乗り入れ授業やＴＴなど協力指導のための
時間割やカリキュラム設定が難しい」の割合が高
く，小学校 33.3％，中学校 42.9％であった。何れ
も時間設定に関する項目であり，教員にとって連
携のための時間の調整や時間の確保が一番の課題
であることが分かる。 
小・中学校を比較すると，「学校全体の取組が不
十分なため，家庭科の連携を進めにくい」（小学校
16.7％，中学校 0％），「連携をコーディネートす
る教師が必要である」（小学校 27.8％，中学校
7.1％），「家庭科担当教師間の関係性が薄い」（小
学校 27.8％，中学校 14.3％），「打合せや参観等の
時間がもちにくい」（小学校 77.8％，中学校 42.9％）
について，回答した双方の割合に差があり，いず
れも小学校の方が中学校より高い傾向にあった。
小学校の家庭科は第 5学年と第 6学年の 2学年の
みの履修であること，前出のとおり小学校におけ
る家庭科担当教員の 26％が家庭科の授業を担当
していない実態など，家庭科を専門とする教員が
少ないことや家庭科の指導体制が整っていないこ
となどがその背景にあるといえる。 
0.0%
7.1%
28.6%
0.0%
42.9%
21.4%
42.9%
14.3%
0.0%
28.6%
14.3%
5.6%
27.8%
22.2%
0.0%
33.3%
22.2%
77.8%
27.8%
16.7%
22.2%
22.2%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
その他
小中学校間の連携をコーディネートする教
師が必要である。
連携により多忙になる。
小中連携の成果が見えにくい。
乗入授業やTTなど協力指導のための時間
割やカリキュラムの設定が難しい。
児童生徒間の交流において、移動手段と
移動に要する時間の確保が難しい
共同研究のための打合わせや参観等の
時間がもちにくい。
家庭科担当教師間の関係性が薄い。
学校全体の取組が不十分なため、家庭科
の連携を進めにくい。
教師の子ども観や教育観が小学校と中学
校で異なる。
教師の小中連携の必要性に対する意識が
低い。
図８ 家庭科教育の連携推進上の課題 （複数回答）
小学校（N=18）
中学校(N=12)
100.0%
71.4%
42.9%
71.4%
57.1%
71.4%
85.7%
71.4%
42.9%
28.6%
28.6%
42.9%
20.0%
40.0%
40.0%
0.0%
40.0%
40.0%
20.0%
20.0%
20.0%
40.0%
40.0%
40.0%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
児童生徒の学習経験がわかり、指導に生かせた。
小学校・中学校の学習内容を意識した指導につな
がった。
指導方法の改善の必要性を感じた。
教師の指導力の向上につながった。
乗り入れ授業、ＴＴなど指導方法の工夫・充実が図
られた。
教材・教具・教室等を共有化できた。
児童生徒の学力向上（知識・理解、技能面）につな
がった。
児童生徒の関心や意欲が高まった。
児童生徒間の交流が増えた。仲良くなった。
小中間の教師の授業観・評価観の差が縮まった。
教師間の協力した指導体制や場が増えた。
小中教師間で認め合う意識が高まった。仲良く
なった。
その他
複数回答（％）
一貫校７校
連携校５校
【中学校】
71.4%
71.4%
42.9%
28.6%
57.1%
57.1%
71.4%
57.1%
14.3%
42.9%
71.4%
71.4%
36.4%
63.6%
9.1%
9.1%
9.1%
9.1%
36.4%
36.4%
18.2%
9.1%
9.1%
9.1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
児童生徒の学習経験がわかり、指導に生か
せた。
小学校・中学校の学習内容を意識した指導に
つながった。
指導方法の改善の必要性を感じた。
教師の指導力の向上につながった。
乗り入れ授業、ＴＴなど指導方法の工夫・充実
が図られた。
教材・教具・教室等を共有化できた。
児童生徒の学力向上（知識・理解、技能面）に
つながった。
児童生徒の関心や意欲が高まった。
児童生徒間の交流が増えた。仲良くなった。
小中間の教師の授業観・評価観の差が縮まっ
た。
教師間の協力した指導体制や場が増えた。
小中教師間で認め合う意識が高まった。仲良
くなった。
その他
図７ 小中連携教育と小中一貫教育における成果の比較
一貫校７校
連携校１１校
【小学校】
Fisherの直接確立検定 ＊P＜0.05
＊
＊
＊
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 また，「課題を解決するために取り組んでいるこ
とや成果があがっていること」について自由記述
で回答を得た。多くは連携に必要となる時間の削
減のための提案であった。例えば，施設分離型の
学校の取組では， 
・メールを使って時間削減に努めている 
・市教育委員会管轄のサーバーに必要事項やプリ 
ントなどを添付し連絡を取り合うことも多い 
・施設分離型の小中一貫校なので，簡単に話し合 
いができないのが難題。月に 1回小中合同の校 
内研究があるので，その終了後打ち合わせの時 
間をとっている 
・町内小・中学校の教科部会で研修会をもつ機会 
を作っている 
・学期単位であらかじめ予定を立てている 
などがあげられていた。 
 施設一体型の学校の取組としては， 
・小学校 5・6 年担任と職員室の席を近くにし， 
短時間でも話ができるようにしている 
・小学校の毎週の時間割作成時に打合せをしてい  
 る 
などがあげられていた。その他，実践を共有する
場等の研修会を設定する必要性や小・中学校で使
用している教材の紹介の必要性，中学校では特別
支援学級の担任や授業を受け持つ場合も多いこと
から非常に多忙で時間調整が無理，などの意見も
記されていた。 
 国立教育政策研究所の「小中一貫教育の成果と
課題に関する調査研究」報告書 11)（平成 27 年 8
月）では，小中一貫教育実施校の多くの学校で，
教職員の多忙化や負担感の増加という課題がある
ことを指摘している。さらに，負担軽減のための
取組と小中一貫教育の成果との間にはプラスの相
関関係が見られることが明らかにされている。ま
た，小中一貫教育校において「施設類型は最も重
視すべき環境要素」であるとして，施設類型と人
の移動や交流及び連絡調整の容易さ，困難さにつ
いて表 3 の整理を行っている。 
 これらのことから，家庭科教育において小・中
学校間の連携を推進するためには，まずは連携の
きっかけをつくること，その場合，施設類型にか
かわらず負担をかけずに簡便に連携できる方法を
工夫することが重要であり，そのことが結果的に
は成果につながるのではないかと考える。 
（6）未実施校における小中連携教育への意識 
家庭科教育において小・中学校間の連携の取組
をしていない小・中学校の教員に対して，連携の
意思及び他校種の内容を知る必要性について質問
を行った。その結果，「家庭科教育において連携し
たいと思うか」という問いに対して，「とてもそう
思う」「少しそう思う」と肯定的に回答した教員の
割合は，小学校 72.5％，中学校 90.0％と高いこと
が分かった（図 9参照）。特に，中学校においては，
「とてもそう思う」と回答した教員の割合が
35.0％であり，小学校（4.4％）と比べて小中連携
の意識が有意に高かった。 
 次に「他校種の家庭科教育の内容を知る必要性
を感じるか」という質問の結果を図 10に示した。 
他校種の内容を知る必要性を「とても感じる」「少
し感じる」と肯定的に回答した教員の割合は，小 
学校で 86.6%，中学校で 96.7%であった。この肯定
的な回答のうち「とても感じる」と回答した教員
の割合が，中学校では 83.6%と高く，小学校の
25.0％に比べて 58.6ポイント多くなっている。こ
の肯定的な回答「とても感じる」「少し感じる」を
35.0%
4.4%
55.0%
68.1%
10.0%
26.5%
0.0%
0.9%
中学校
( N =60)
小学校
( N =114)
図９ 連 携 の 意 思
とてもそう思う 少しそう思う あまり思わない 全く思わない
χ２検定 P<0.001
施設類型
人の移動
や交流
学校間の
連絡調整
小中学校の組合せ
①施設一体型・隣接型 〇 〇 １中学校と１小学校
②一対一の施設分離型 △ 〇 １中学校と１小学校
③一体多の施設分離型 △ △ １中学校と複数小学校
その他 （上記の複合型等が含まれるが、分析対象外とする）
　　※〇は比較的容易、△は比較的困難であることを意味する。
表３　　公立小中一貫教育校の施設類型の整理11)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国立教育政策研究所報告書資料より）
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取り出し，小学校と中学校との関連についてカイ
二乗検定を行った結果，小・中学校間で有意な差
が認められた（自由度１，P値＜0.001で有意差あ
り）。全教科を担当している小学校の指導体制と比
較して，中学校の教員の専門分野は家庭科教育で
あることから，日頃の教科指導の中で小学校の内
容を知って指導を行う必要性を強く感じていると
推測される。そのことを別の角度から見ると，小
学校の指導内容を十分に把握していない現実があ
るということでもあろう。なお，小学校では家庭
科の内容を知る必要性を「あまり感じない」と回
答した教員の割合が 13.4％あることも特徴であ
り，1つの実態として心に留めておく必要がある。 
 以上のように連携の必要性を感じているにもか
かわらず，家庭科教育の連携を行っていない理由
としては，前出の「学校自体の取組みがない」，「取
組のきっかけがない」ことがあげられており，連
携の進まない一つの要因ともなっているといえる。 
これらのことから，現在具体的な取組を実施し
ていない学校において小中連携を推進するために
は，「外的な働きかけにより取組のきっかけをつく
ること」が重要ではないかと考える。特に中学校
の教員は高い連携の意思があることから，中学校
の家庭科教員を核としながら，同じ校区の小学校
と連携するためのきっかけづくりとなる資料や働
きかけを行うことが有効ではないかと考える。 
 次に，家庭科教育について連携が可能な取組に
ついて回答を得た（表 4）。表 4 に示したとおり，
小・中学校ともに，「学習内容や指導の進め方，児
童生徒の実態等について，小中合同の話し合いを
行う」（小学校 53.5%，中学校 76.7%）と回答した
教員の割合が最も高く，次に「授業を参観する」
（小学校 62.3%，中学校 55.0%）となっていた。こ 
れらのことから，取組のスタートとしては，話し
合いや授業を参観する機会をつくることから始め
ることがスムーズな連携となることが推測できる。 
 さらに，小・中学校間で連携を実施すると仮定
した場合の連携推進上の課題について自由記述で
回答を得た。その回答を類似の内容毎に分類した
結果が表 5である。表 5のとおり，課題として最
も多くあげられたのが，小・中学校とも「話し合
い等連携のための時間の確保」（小学校 32.5％，
中学校 41.7％）であった。次に，小学校では，中
学校の内容把握に関する課題が 28.9％，教科指導
の専門性に関する課題が 17.5％となっていた。中 
学校では，小学校の内容把握や児童の実態把握に
関する課題が 23.3％，連携の進め方に関する課題
が 16.7％であった。 
これらのことから，今後の連携を負担なく効果
的に進めるためには，双方の教育内容を把握する
簡便な資料とともに，時間をかけない連携の仕方
を工夫していく必要があるといえる。 
 
83.6%
25.0%
13.1%
61.6%
3.3%
13.4%
0.0%
0.0%
中学校
( N =60)
小学校
( N =114)
図１０ 他校種の内容を知る必要性
とても感じる 少し感じる あまり感じない 全く感じない
ア
小中の家庭科・家庭分野の学習内
容や指導の進め方、児童生徒の実
態等について、小中合同の話し合
いを行う
61 53.5% 46 76.7%
イ
小中学校教師が他校種の家庭科・
家庭分野の授業を参観する
71 62.3% 33 55.0%
ウ 小中学校教師がTTで授業を行う 43 37.7% 25 41.7%
エ
中学校教師が小学校で家庭科の
授業を行う
48 42.1% 21 35.0%
オ
小学校教師が中学校で家庭分野
の授業を行う
2 1.8% 7 11.7%
カ その他 1 0.9% 0 0.0%
表４　家庭科教育で連携可能な取組（未実施校、複数回答）
家庭科教育における小中連携の取組と
して、どのようなことが実践可能か。
（複数回答）
小学校
（N=114）
中学校
（N=60）
ア 話し合い等連携のための時間確保 37 32.5% 25 41.7%
イ
異校種の内容把握、児童生徒の実
態把握の必要性
33 28.9% 14 23.3%
ウ 指導の専門性、指導方法の習得 20 17.5% 5 8.3%
エ 連携の進め方の理解 4 3.5% 10 16.7%
オ
家庭科の特殊性の問題、他校・他
教科の兼務
8 7.0% 3 5.0%
カ 授業なし(小)、講師(中) 3 2.6% 6 10.0%
キ 多忙感 2 1.8% 1 1.7%
ク その他 6 10.0%
取組すると仮定しての自身の課題
（自由記述）
表５　連携推進上の課題（未実施校、自由記述）
小学校
（N=114）
中学校
（N=60）
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４．まとめ －成果と今後の課題－ 
佐賀県の家庭科教育における小中連携教育及び
小中一貫教育に関する実態と課題を明らかにし，
円滑な接続や連携の在り方についてその方向性を
探るために，公立小・中学校の家庭科教育担当者
にメール送信にて自記式質問紙調査を実施した。 
その結果，佐賀県の家庭科教育における小中連
携教育及び小中一貫教育について，以下の特徴や
課題が明らかとなった。 
（1）中学校の教員は，専門である「家庭分野」
の授業以外に，特別支援学級（61.1％），他の
中学校の家庭分野の授業（19.4％），小学校の
家庭科の授業（5.6％）を担当し，講師も約 3
割と多い。また，小学校の回答者教員の 26％
は家庭科の授業を受け持っておらず，講師が約
１割である。つまり，家庭科教育を担当する教
員，特に中学校の教員は多くの業務を抱え，家
庭科教育に集中して授業改善に取り組むことが
難しい特殊な状況にあることが明らかとなっ
た。 
（2）佐賀県において，家庭科教育での小中連携教
育及び小中一貫教育の取組が実施されている学
校の割合は，小学校で 13.8％，中学校では
16.7％である。対して，学校全体で同教育の取
組を実施している学校の割合は，小学校 85.6％，
中学校 69.4％である。両者を比較すると，家庭
科教育での小中連携教育及び小中一貫教育の取
組実施の割合は格段に低く，取組が進んでいる
とはいえない状況にあることが明らかとなった。 
（3）家庭科教育で連携を行っている小学校と中学
校を比べると，連携の方法や内容について，学
校種間で認識に異なる傾向があることが分かっ
た。このことから，小学校あるいは中学校が何
を重視し何を意識しているのかを共有し連携を
進めていくことが必要であり，そのことが双方
にとって効果的な連携を生み出すことにつなが
るといえる。 
（4）家庭科教育での連携の方法については，「小
学校と中学校の 5年間を見通した目標及び年間
指導計画の作成」が小学校 44.4％，中学校
16.7％と中学校の教員の割合が低い傾向にあり，
小・中学校間の連携の進め方に対して双方の認
識にぶれがあることが推測される。5 年間を見
通すことにより家庭科教育を効果的に進めると
いう小中連携の趣旨から考えると一つの課題で
あり，今後は各校種の教員の認識の背景にある
ものを探りつつ，小中連携の趣旨や成果が分か
りやすい資料を作成するなど対応を検討する必
要がある。 
  特に，中学校は，小学校に加えて高等学校の
指導内容も知ったうえで題材構成を行うことが，
小・中・高等学校を通しての効果的な家庭科教
育の実現に直結する。中学校教育研究会と連携
して教員対象の研修を行うなど，小学校及び高
等学校の指導内容や学びの体系を確認する機会
を設けることも必要であろう。 
（5）家庭科教育で小中連携教育・小中一貫教育を
実施している学校は多くの成果を認識している
ことが明らかとなった。特に，小中一貫教育実
施校の教員の方が成果を感じる項目が多く割合
も高いことから，他校に先駆けて進めてきた小・
中学校を効果的につなぐための方法について学
び，他の学校においても取り入れられる部分は
取り入れていくようにすると，効果的に小中連
携を推進できると考える。 
（6）家庭科教育で連携を行っていない小・中学校
において，両校種ともに約 7割以上の教員が連携
の意思を持っていることが明らかとなった。さ
らに，他校種の内容を知る必要性を感じている
割合は，小学校 86.6%，中学校 96.7%と高い。意
思があるにもかかわらず連携をしていない理由
については，「学校自体の取組みがないから」「取
組のきっかけがないから」と回答した教員が多
い。これらのことから，連携を促進するために
は，連携のきっかけをつくること，また，家庭
科教育を担当する教員の特殊な状況や時間確保
の課題を踏まえると，簡便に異校種の指導内容
が見渡せる資料を作成するなど負担をかけずに
効果的に連携できる方法を工夫することが重要
であり，そのことが結果的には成果につながる
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といえる。また，中学校の教員は高い連携の意
思があることから，中学校の家庭科教員を核と
しながら同じ校区の小学校と連携するきっかけ
づくり及び体制づくりが求められる。 
 
 小・中学校における家庭科教育は，現行の学習 
指導要領のもと，小学校で 115時間（第 5学年 
60時間，第 6学年 55時間），中学校で 87.5時間 
（第 1学年 35時間，第 2学年 35時間，第 3学年 
17.5時間）の限られた授業時数の中で学習が進め 
られている。少ない時数であるからこそ，小・ 
中学校間をつなぎ 5年間の学びとして充実を図る 
ことが重要であり，そのことが教科の目標を実現 
することになると考える。 
 今回の調査で明らかになった家庭科教育担当者 
のおかれた特殊な状況を鑑みる時，負担をかけず 
に連携を推進する取組は，とりもなおさず家庭科 
教育担当者の「連携したいが時間がなく連携がで 
きない」というジレンマを解消することにもつな 
がるのだろうと考える。 
 今後は，佐賀県の先駆的な取組の実態をさらに
把握・分析するとともに，効果的な連携につなが
る資料づくりや小・中学校間の連携体制の在り方
についての研究を深めていきたいと考える。 
 
付記  
本調査に当たり全面的なご協力をいただいた佐
賀県の小学校教育研究会家庭部会及び中学校教育
研究会技術・家庭科部会の会長及び校長の皆様，
会員の皆様に心から感謝申し上げます。 
 本研究は，日本家庭科教育学会九州地区会より
研究助成を得て行った共同研究「家庭科教育にお
ける小中連携・一貫教育の実態と円滑な接続・連
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